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序 

 

本教材「海洋開発工学概論」は、国土交通省委託事業「海洋開発技術者育成のための基盤整備業務」

において作成されたものです。本事業においては、「海洋開発人材育成 カリキュラム・教材開発に関す

る検討委員会」（委員長 東京大学 鈴木英之教授）を設置して、整備すべき教材等の構成に関する検討

を行いました。 

本教材の具体的な内容については、同検討委員会の下に設置した「海洋資源開発ワーキンググループ」

（座長 国際石油開発帝石株式会社 三輪正弘 ジェネラルマネージャー）、「海洋再生可能エネルギー開

発ワーキンググループ」（座長 海上技術安全研究所 井上俊司 系長）、「海洋開発技術ワーキンググル

ープ」（座長 海上技術安全研究所 正信聡太郎 系長）を中心に、検討・作成作業を行いました。  

 

本教材は、理系の学生を対象とし、海洋資源開発、海洋再生可能エネルギー開発について、それぞれ

のプロセス、必要となる施設や機器の構造、構成するシステムについて技術的な側面から理解をするとと

もに、「海洋開発で必要となる技術を抽出」し、その内容について理解を深めることを目的としています。 

 

本教材は、海洋開発技術編、海洋資源開発編、海洋再生可能エネルギー開発編で構成されており、基

礎的な数学科目などを一通り履修しこれから専門科目を学び始める方については導入書となるよう、既

に専門科目を履修した学生にとっては実際の現場と専門科目との関連を改めて理解するための参考と

なるよう編纂しています。 

また、海洋開発は非常に幅広い学問領域を含むため、皆さんの今勉強していること、興味のあるとこ

ろから読み進めることを勧めます。 

例えば、石油工学を専門に扱う学科／研究科の方は海洋開発資源開発編から、再生可能エネルギーを

専門に扱う学科／研究科の方は海洋再生可能エネルギー開発編から入り、海洋における開発に特有の技

術をより深く知るために海洋開発技術編に移る、海洋開発を専門に扱う学科／研究科の方は、専門科目

のおさらいとして海洋開発技術編を読み、実際に現場で必要となる知識をより広く知るために海洋資源

開発編や海洋再生可能エネルギー開発編に移るなどすると良いでしょう。 

時間が無い方、どこから読んだら良いか分からない方は、海洋開発技術編の２章にある「技術マップ」

を中心に、まずは、俯瞰的に海洋開発を見てみると良いでしょう。 

 

このほか、文系学生も含め、海洋開発に関する基礎的知識を習得し、産業の全体像を掴むことを必要

とする方は「海洋開発産業概論」を、海洋開発のビジネス特徴、プロジェクトマネジメント手法を学習

したい方は「海洋開発ビジネス概論」を参照すると良いでしょう。 

 

本教材作成にあたってご協力頂いた関係各位に心から謝意を表するとともに、本教材を通じて、学生

の皆さんが海洋開発産業に関心を持ち、この分野に進むきっかけを得ることを心より期待します。 

 

2018年 3月 海洋開発人材育成 カリキュラム・教材開発に関する検討委員会
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1 序論 

1.1 海洋資源開発の意義・重要性 

燃料を燃焼させることによって、ものを温めたり、動かしたり、光で照らしたりするために

必要なエネルギーを得ることができる。こうした燃料には古来、生活圏に生育している植物体 
（材木や枯葉、さらには木を加工した木炭など) や動物の脂肪などが用いられてきた。また、紀

元前より鉄や青銅は農機具や斧、刀剣などに、金や銀は装飾品などに広く用いられ、農耕技術

や文明の発展に大きく寄与してきた。 
18 世紀後半にイギリスで蒸気機関が発明されたことで、家畜や人力よりも強く、水車や風車

よりもコンパクトな動力源を手にすることが可能となり、産業革命が起こった。蒸気機関がそ

の性能を発揮するためには、常に蒸気を供給し続ける必要がある。そのために必要な大量のエ

ネルギーの供給源として、石炭が使われるようになった。石炭を乾留 （蒸し焼き） して炭素部

分だけを残したコークスは、鉄鉱石に含まれる酸化鉄を還元して金属鉄にする製鉄にも使用さ

れている。19 世紀後半になると、より燃焼効率に優れた石油（petroleum）が使われ始めた。

原油（crude oil） の精製手法が確立され、軽油や重油などへの分留が可能になったことで、石

油の用途は多様化し、一大産業へと発展していった。常温で液体であるという性質も、輸送機

器用の燃料などをはじめとして使い勝手が良く、20 世紀以降は大量に消費されるようになって

いった。また、第 2 次世界大戦前後には、常温で気体である天然ガス（炭化水素ガス、natural 
gas） も利用され始めた。天然ガスは石炭や石油に比べて燃焼時に窒素酸化物の発生が少なく、

また、硫黄酸化物や粒子状物質（PM）を発生せず、単位エネルギーあたりの二酸化炭素排出量

も少ないことから（図 1.1.1)、環境負荷の小さいクリーンな化石燃料として近年その利用が拡

大してきている。  
 

 

 

図 1.1.1 化石燃料燃焼時における主要な物質の排出量比較（ 石炭を 100 とした場合）                       

（出典：「Natural Gas Prospects to 2010」(IEA, 1986) ） 
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また、古代から利用されている鉄や銅、金、銀などに加え、ボーキサイト （アルミニウムの

鉱石） やウラン鉱石などの鉱物資源 （mineral resources）も近代文明の発展に欠かすことは

できない。鉄や銅、アルミニウムなどは建造物や輸送機器をはじめとして多種多様な製品に用

いられるため、世界中で大量に生産・消費される。これらは産業の基礎となるため、「ベース

メタル（base metals）」と呼ばれる。一方、コバルトやニッケル、チタン、白金族元素、レア

アース（rare-earth elements 特に重レアアース） など、非鉄金属の中でも産業上重要かつ流

通量・使用量がベースメタルに比べて少ない金属は「レアメタル（critical metals）」と呼ばれ

る。レアメタルは経済産業省が定めた 47 元素の総称であり（図 1.1.2）、スマートフォンや薄

型ディスプレイ、パソコン、LED などの先端科学技術に不可欠な元素群である。また、鉄など

のベースメタルに少量添加することで、超高層ビルや巨大船舶、自動車などの材料としての性

能が飛躍的に向上する元素もある。低環境負荷技術に必要な、反応触媒としての役割を果たす

元素も存在する。 
 

 

図 1.1.2 経済産業省が定めたレアメタル 47 元素 

このように、様々なエネルギー・鉱物資源を抜きにして、現代社会の利便性は実現し得ない。

言い換えると、人類の発展の歴史は、エネルギー・鉱物資源の利用の歴史でもある。そして歴

史上、その利用しやすさから、主要な開発対象となってきたのは陸上に分布する資源であった。

しかしながら、石油や一部の鉱物資源は特定の国・地域に偏在しており（図 1.1.3）、しばしば

紛争の種にもなってきた。供給不安による資源価格の乱高下は世界経済を不安定にし、社会活

動に大きな影響を与える。また、2015 年における世界の総人口は 73 億人を超えており、21 世

紀末までには 100 億人を超えると予想されている。先進国はもとより、BRICs（ブラジル、ロ

シア、インド、中国の 4 か国の頭文字を並べたもので、近い将来台頭してくると見られる新興

大国を意味する）や NEXT11 （米国ゴールドマン・サックスの経済調査部が 2005 年の経済予

測レポートの中で BRICs に次ぐ急成長が期待されると指定した 11 か国の新興市場国群。メキ
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シコ、ナイジェリア、韓国、ベトナム、インドネシア、バングラデシュ、パキスタン、フィリ

ピン、トルコ、イラン、エジプトから成る） と呼ばれる成長著しい新興国や多数の発展途上国

も含め、私たち人類は今後も経済的な発展の追求を止めることはないであろう。 

 

図 1.1.3 世界の石油開発マップ 

（出典：BP Statistical Review of World Energy 2013） 

 

 
図 1.1.4 世界の大水深海洋石油・天然ガス開発マップ 

（出典：JOGMEC 大水深石油開発のトレンド：概説） 

 
こうした背景を踏まえ、安定的な経済・社会の発展を実現するためには、世界中で増加の一

途をたどるエネルギー・鉱物資源需要への対応を可能とする巨大な新規供給源を確保すること
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が、避けて通ることのできない重要な課題である。この課題を解決する鍵を握っているのが、

地球表面の 7 割を占める海洋というフロンティアである。海洋には、様々なエネルギー・鉱物

資源が眠っている。その中でも特に、石油・天然ガスは他の資源に先んじて、新たな鉱床（油

ガス田 (oil/gas field)）の開発の主体が海洋に移っている。1980 年代以降、北海油田やメキシコ

湾、ブラジル沖、アフリカ東岸・西岸、フィリピン、マレーシア、オーストラリアなどにおい

て、新しい油ガス田の開発計画が進みつつある （図 1.1.4）。海洋油ガス田からの生産量は、

2015 年時点で既に世界の石油・ガス生産量全体の約 30%に達しているとされ（図 1.1.5）、今

後も更にその割合は伸びていくものと予想されている。その一方で、まだ商業生産には至って

いないが、新しい資源として有望視されているのが、海底に存在するメタンハイドレート 
（MH：Methane Hydrate） や、種々のレアメタルを高濃度で含む海底鉱物資源（seafloor 
mineral resources） （海底熱水鉱床（seafloor massive sulfides）、マンガンクラスト／コバ

ルトリッチクラスト（ferromanganese crusts／cobalt-rich ferromanganese crusts）、マンガン団塊

（manganese nodules）、レアアース泥（REY-rich mud）） である。こういった、広大な海洋

に分布する豊富な資源を活用するためには、水深が数百 m から数千 m に及ぶ海底での開発・

生産を可能にする様々な工学技術が必要不可欠である。海洋開発工学の歴史は、水深への挑戦

であったともいえる。技術の進歩により、浅海域から深海へと、開発可能な領域が時代ととも

に拡大してきた。今や海洋開発工学技術は 21 世紀の、そして更なる将来における人類社会の有

り方までも左右しうる程に、極めて重要な要素となっている。 
また、日本の国土面積は約 38 万 km2であり、これは世界で 62 位の広さである。その一方で、

日本が海洋開発の権利を行使できる領海と排他的経済水域 （EEZ：Exclusive Economic Zone、
自国の基線 （干潮時の海岸線）から 200 海里＝約 370 km の範囲、図 1.1.6） の総面積は約 447
万 km2に達し、これは世界第 6 位を誇る広大さである（図 1.1.7）。この広大な日本の EEZ 内

には近年、豊富なエネルギー・鉱物資源の存在が確認されている。既存技術の応用と新技術の

開発によって、こうした国産のエネルギー・鉱物資源の開発を実現することができれば、資源

に乏しい輸入国と見なされてきた日本が、資源輸出国として国際社会で存在感を示すことも可

能となるかもしれない。このような、海洋国日本に秘められたポテンシャルを発揮するという

観点からも、世界最先端の海洋開発工学技術を身につけた 、あるいは自ら創り出していく次世

代の人材が必要不可欠である。 
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図 1.1.5 世界の海洋油ガス生産量の推移と 2015 年時点での陸上分・海洋分が全体に占める割合 

（Infield Systems 社ウェブサイトを基に作成） 
 

図 1.1.6 世界の排他的経済水域  
（出典：Marine Regions .org ウェブサイト） 
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注）外国との境界が未画定の海域における地理的中間線を含め便宜上図示 

図 1.1.7 日本の領海・排他的経済水域等概念図  

（出典：海上保安庁海洋情報部ウェブサイト） 

1.2 本編のねらいと構成 

本書「海洋開発工学概論 海洋資源開発編」では、こうした海洋資源の利用を実現するため

の具体的な技術に焦点を当てる。そして、海洋開発分野を担う人材にとって、重要な基礎知識

となる工学技術の理解を促進することを目的とする。特に、現在の海洋資源開発で主な対象と

なっている石油・天然ガス資源の開発に関する技術的事項を本書の主題とする。 
本書では、海洋開発工学を学ぼうとする理工系の大学生・大学院生の初学者を主要な読者層

として想定する。まず第 2 章では、石油・天然ガス資源の基礎を概説する。続く第 3 章では、

陸上と海洋の油ガス田開発に共通する基礎技術について説明する。そして、第 4 章では海洋の

油ガス田開発に固有の技術について、第 5 章では各工程で重要な役割を果たす設備・船舶等に

ついて、それぞれ詳しく説明する。さらに第 6 章では、近い将来の開発が期待され、日本が積

極的に科学的・工学的研究を進めている新たな海洋資源について、最新の知見・動向を紹介す

る。 
なお、海洋に関連した資源としては石油・天然ガスやメタンハイドレート・海底鉱物資源の

他に、洋上風力発電や波力・潮流・海流発電などの再生可能エネルギーがある。これらについ

ては、「海洋開発工学概論 海洋再生可能エネルギー編」において詳細な説明がなされている。

また、水産資源の増養殖なども海洋資源開発の一分野と考えられるが、本書では対象に含めな

いこととする。 
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2 石油・天然ガス資源の基礎 

本章では、海洋資源開発の中でも既に事業化が確立されている石油・天然ガス開発について、

具体的な探鉱・開発技術に先立ち、まず開発対象である石油・天然ガス資源に関する基礎的な知

識として、それらの物理化学的性質や石油・天然ガス鉱床いわゆる油ガス田の形成について地質

学的観点から解説を行う。 
 

2.1 石油・天然ガス鉱床の形成とその特性 

2.1.1 石油・天然ガスの物理化学的性質 

石油（petroleum）とは、分子構造や分子量が異なる種々の炭化水素を主成分とし、他に

少量の硫黄化合物・酸素化合物・窒素化合物などを含む様々な物質から成る混合物である。

通常、常温・常圧下で気体のものを天然ガス （natural gas）、液体のものを原油 （crude oil）、
半固体・固体のものを天然ビチューメン（natural bitumen）と呼び、これらを総称して石油

系炭化水素 （petroleum hydrocarbon）（以下「炭化水素」と略称する）という。 
また、地下でも地上でも液体である原油と異なり、地下の貯留層（reservoir）における温

度・圧力条件下では気体であるが、地表の温度・圧力条件下になると凝縮して液体となる炭

化水素をコンデンセート（condensate）と呼ぶ。 
天然ガスには、地表に液体として産出した原油から分離・採取される随伴ガス （associated 

gas）と地中において気体で存在している非随伴ガス（ non-associated gas）との区分がある。

またその他の天然ガスとして日本において特徴的な存在が、比較的浅い帯水層中の地下水に

溶解している水溶性ガスである。この他、天然ガスには、樹木の遺骸が石炭化する過程で発

生する石炭ガス（炭田ガス）もある。 
通常の油ガス田から産出する天然ガスの主成分は、メタン、エタン、プロパン、イソブタン、

ノルマルブタン、イソペンタンなどである。そのうちメタン及びエタンを主成分とするもの

をドライガスと呼ぶ。これに対し、プロパン、ブタン、ペンタンなど容易に液化しやすい炭

化水素ガスをウェットガスと呼び、随伴ガスは大部分がウェットガスである。一方、石炭ガ

スは、メタンが主体となるドライガスである。コンデンセートは、主としてペンタン及びよ

り重い炭化水素の混合物である。 
原油の主成分は、パラフィン系やナフテン系の飽和炭化水素、及び芳香族炭化水素の化合

物である。原油中で確認されている炭化水素化合物は、約 350 種類に上る。これに加えて通

常、数パーセント程度の硫黄・酸素・窒素化合物から成る非炭化水素の他、バナジウム、ニッ

ケル、銅、鉄などの金属類も微量に含んでいる。 
原油には様々な種類の化合物が様々な割合で混合している。その種類や割合により、原油

の全体的な化学的性質が異なることとなり、したがって原油の色や比重（specific gravity）、

粘度 （viscosity）といった物理的性質も異なってくる（ 表 2.1.1）。石油類の比重*は、国際

的基準として米国石油協会 （API: American Petroleum Institute）が制定した API 比重 （API 
gravity ：American Petroleum Institute gravity）（API 度とも呼ばれる）で表される。API
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比重は次式で定義される。 
 

表 2.1.1 原油の物理的性質  

 
（出典：JOGMEC 基礎講座資料を基に作成） 

 
API 比重 ＝ (141.5/G) – 131.5      (2.1) 

ここで、G は 60°F ＝ 15.6°C における原油の質量と、同温度・同体積の水の質量の比である。

API 比重は欧米諸国で広く用いられている。API 比重は、通常の比重とは逆に、原油が重く

なるに従って数値が小さくなっていく。原油の名称は、重い （API 比重の小さい）ものから

順に、特重質原油、重質原油、中質原油、軽質原油、特軽質原油に分類される。一般に、重

い原油は粘度が高く、より黒色になる。また、同じ分類の原油では、温度の上昇に伴い粘度

が低下する。 
このような、種々の石油系炭化水素は、通常の堆積岩（sedimentary rock）中にも普遍的

に、微量ながら分散して存在している。これに対し、石油系炭化水素が商業的採掘・採取の

対象となりうる規模で局所的に大量に濃集しているものが、石油・天然ガス鉱床と呼ばれる。

なお、油田・ガス田・油ガス田は、地下に存在する炭化水素の状態を基に便宜上分類してい

るものであり、明確な基準があるわけではない。地下で油分が多い場合は油田、ガス分が多

い場合はガス田、油ガス両方の場合は油ガス田と呼び習わされる。ただし、地下からこれら

の炭化水素が地上に出てくる際には、油田であってもガス分は気液平衡により原油から遊離

されて出てくるし、ガス田であっても液体分はコンデンセートとして分離される。 
 
*一般に比重とは、ある温度 T1 におけるある体積の試料の質量と、それと同体積のある温度

T2における水の質量との比のことである。どのような条件での比重かを示すのに、T1/T2 [温
度の単位] という表記が使われる。例えば、日本国内では原油の比重は通常、試料 （原油） 
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が 15°C、水が 4°C の値で示され、このとき比重は「15/4 °C ○○ （数値）」として記され

る。比重の測定には、一般に浮きばかり （浮秤） または比重びん （ピクノメータ） が用

いられる。試験方法は日本工業規格 （JIS） K2249 （原油および石油製品の比重試験方法

並びに比重・質量・容積換算表）に規定されている。この比重換算表を用いれば、15°C 以

外の温度で測定した比重を 15/4°C の比重に換算できる。また、同規格には、15/4°C の比

重から API 比重を求めるための換算表も付いている。比重と似た用語に密度があるが、密

度はある温度における試料の単位体積あたりの質量 （kg/m3 や g/cm3）のことであり、基

準となる物質との比は取っていないのが違いである。 
 

2.1.2 石油・天然ガスの起源と生成(generation)過程 

(1) 石油・天然ガスの起源 

石油の成因については、無機成因説と有機成因説がある。無機成因説は、約 46 億年前、

互いに衝突を繰り返して地球を形成した無数の微惑星の中に含まれていた有機物に富む炭

素質隕石 （コンドライト） に由来する始原的炭素がメタンとして地球形成時に地球深部に

蓄えられ、そのメタンが重合して高分子の石油系炭化水素混合物を生成したとする説であ

る。これに対し、有機成因説は、生物体由来の有機物が生物の死後に地中へ埋没し、埋没

深度が増大するにつれて上昇する地温 （地熱） による化学変化 （続成作用、diagenesis） 
を受けて石油が生成したとする説である。有機成因説の根拠として、しばしば以下の事実

が挙げられる。これらを根拠として、現在では有機成因説が主流となっている。 
①石油鉱床の 99%以上は、堆積岩中から発見される。 
②石油を構成する有機物中には、生体有機物に特有のイソプレノイド構造を有するバイ

オマーカー （生物指標） が卓越する。 
③石油中には葉緑素 （クロロフィル）に由来するバイオマーカーであるポルフィリン （図 

2.1.1）が含まれる。このポルフィリンは、無機成因説で想定される高温環境 （200°C
以上） では分解してしまう。 

④石油には生物体に特有な旋光性と蛍光性がある。 
⑤賦存する石油と類似したバイオマーカー組成や炭素同位体比を示す有機物濃度の高い

堆積岩 （根源岩、source rock） が、その石油鉱床の近傍に存在する。 
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図 2.1.1 ポルフィリンの分子構造 （バナジルポルフィリン、 C10H34N4VO） 

 

(2) 石油・天然ガスの生成過程 

石油の起源となった有機物は、主に海や湖水域に生息する藻類や陸上の植物などであり、

海や湖沼、河川周辺のうち酸化分解が不活発な場所で堆積したものであると考えられてい

る。周囲の水に酸素が多く溶存しているような酸化的環境下では、有機物は酸化分解を受

け、炭化水素が水と二酸化炭素に分解されてしまい、大量に保存されない。すなわち、石

油が生成するためには、有機物の酸化分解が進みにくい還元的環境が必要となる。そのよ

うな場としては、(1) 水の動きが不活発で新しい酸素の供給が行われない場所、(2) 新生代

海洋堆積盆地のうち、極を起源とする酸素を含んだ底層流が流入しないシルドベーズン 
（silled basin） （図 2.1.2）、 (3) 極からの深層流が発達しない白亜紀では、溶存酸素量

が減少する深い堆積盆地 （sedimentary basin）、などがある。とくにシルドベーズンは

日本海側地域やカリフォルニア地域の新第三紀堆積盆地で発達した。そのほか、有機物が

連続で多量に供給される場で、環境水中の酸素だけでは全てを酸化分解できず、一部を分

解しただけで酸素を使い果たしてしまうような場所などが考えられる。こうした還元的環

境であれば、有機物が保存されたまま埋没される。そして、還元的な堆積場では、嫌気性

バクテリアの活動が活発になる。これらのバクテリアによって有機物が発酵され、種々の

有機化合物が生成されるとともに、腐泥化によって有機物の構造が破壊・分解される。 
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図 2.1.2 シルドベーズンの概念図  （提供：秋田大学 佐藤時幸教授） 

 
堆積物が埋没する過程で被る物理的・化学的作用を続成作用と呼ぶ （図 2.1.3）。続成

作用は、地下浅部で起こるものから順にダイアジェネシス （diagenesis）、カタジェネシ

ス （catagenesis）、メタジェネシス （metagenesis） の 3 段階に分けられる。微生物に

よって分解された有機物は、堆積物中に埋没していく過程で、ケロジェン （kerogen） と
呼ばれる複雑な高分子化合物に変化していく （図 2.1.4）。ケロジェンは堆積岩中に存在

し、常温・常圧下で有機溶媒に不溶な有機物の総称である。有機物がバクテリアの作用や

物理的・化学的作用によりケロジェンへ変化していく過程をダイアジェネシスと呼ぶ。ケ

ロジェンは、地下深部へ埋没していく過程で徐々にその化学構造が変化していくため、そ

の化学構造を一義的に定義することは難しい。 
ケロジェンが地下深く埋没していくと、地熱により分解されて、油やガスが生成される。

この過程をカタジェネシスと呼ぶ。ケロジェンは一般に、100〜150°C の温度にさらされ

ると、様々な分子量を持つ炭化水素の集合体である石油を生成する。ただし後述するよう

に、ケロジェンには幾つかのタイプがあり、それぞれ化学構造が異なる。そのため、石油

の生成開始温度にも差が生じる。特に硫黄を含むケロジェンは、比較的低い温度で石油を

生成し始めることが知られている。石油を生成した後のケロジェンがさらに高い温度にさ

らされると、メタンを主体としたガスを生成する。このような高温環境下では、先に生成

した石油も熱分解 （クラッキング）し、低分子化合物のガスやパイロビチューメンと呼ば

れるアスファルト様物質に変化する。 
カタジェネシスよりもさらに高温になると、ケロジェンに残された水素原子が離脱し、

最終的に炭素のみから成る石墨 （グラファイト）が残される。このメタジェネシスと呼ば

れる段階の温度は 200°C以上と考えられている。カタジェネシスで生成された炭化水素は、

この段階になると不安定になって分解し、最も単純な構造をしたメタンのみが安定に存在

するようになる。 
ケロジェンは、水素／炭素比（H/C）及び酸素／炭素比 （O/C） によってタイプが区分

される （図 2.1.3）。各タイプは、それぞれ異なった有機物を起源に持つと考えられてい
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る。これらのケロジェンは、続成作用を経て、タイプ毎に量や種類の異なる炭化水素を生

成する。ケロジェンのタイプは、以下のように分類される。 

① I 型ケロジェン （タイプ I）：H/C 比が高く、O/C 比が低い。根源物質は主に藻類。 

② II 型ケロジェン （タイプ II）：I 型と III 型の中間型で、海生の光合成プランクトン

や底生生物、陸上植物の樹皮、葉、胞子、花粉などに由来する。 

③  III 型ケロジェン （タイプ III）：H/C 比が低く、O/C 比が高い。根源物質は主に陸

上高等植物。 

石油生成能力の高いタイプのケロジェンを多く含む岩石が良好な石油根源岩 であり、そ

れらは黒色〜暗灰色泥岩や 頁岩
けつがん

（shale）などの細粒砕屑岩や、黒色炭酸塩岩など、有機

物に富む岩石である。ケロジェンからの石油の生成は埋没深度が増大するにつれて進行す

るが、生成の効率はケロジェンのタイプにより異なる。効率が高い順に、I 型、II 型、III
型となっている。I 型は水素原子に富み、単位重量あたりの炭化水素生成量が最も大きい。

II 型は、最も浅い埋没深度で生成を開始し、生成のピークを迎える深度も最も浅い。III
型は、最も深い深度で生成を始め、生成効率は非常に低い。埋没深度が大きくなるにつれ

て、ケロジェンの熟成（maturation）はさらに進み、ガスが生成されるようになる。油の

生成に適した深度区間をオイルウィンドウ （oil window）、ガスの生成に適した深度区間

をガスウィンドウ （gas window ）と呼ぶ。 
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図 2.1.3 続成作用に伴う有機物の変化   

（出典：氏家, 1994 を一部改変） 
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図 2.1.4 ダイアジェネシスの初期段階におけるケロジェンの構造モデルの例 

（出典：Behar and Vandenbroucke, 1987 を一部改変） 
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2.1.3 石油システム 

油ガス田の形成に必要な地質学的要素と鉱床形成の過程を一つのシステムと捉え、「石油

システム （petroleum system）」と呼ぶ （図 2.1.5）。石油システムの概念とその評価方法

は、有機地化学の発展により、1990 年代に確立された。油・ガスの生成から移動、集積まで

を一連の過程として理論的に結びつける考え方である。 
石油システムを構成する要素は、前節で述べた石油・天然ガスの生成過程と、本節で述べ

る地質学的要素及び移動・集積する過程 （鉱床形成過程）に大別される。地質学的要素は一

般に、根源岩、キャリアベッド（carrier bed）、貯留岩 （reservoir rock）、帽岩 （cap rock）
及びトラップ （trap）から成る。油ガス田の形成過程においては、根源岩中で生成した石油・

天然ガスが排出され、キャリアベッドを通って移動し、不浸透性と封塞性を持つ地層 （帽岩） 
や構造から成るトラップ内の貯留岩に集積する。油ガス田が形成されるためには、こうした

トラップが長期にわたって維持され、集積した石油・天然ガスが再移動や散逸することなく

保持される必要がある。こうした一連の要素・過程のうち、どれか一つでも欠けてしまうと、

油ガス田は形成されない。石油・天然ガス開発を考える上で、石油システムの理解は必要不

可欠である。 
 

 

図 2.1.5 石油システムの概念図 

 

(1) 根源岩 

根源岩とは、石油・天然ガスの起源となる有機物を十分に含む岩石のことを言う。有機

物が石油・天然ガスの起源となるためには、生物プロセスまたは熱分解プロセスによって、

炭化水素を生成・排出するのに適した化学組成を持っている必要がある。根源岩中の有機
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物は、未熟成・熟成のいずれの場合もある。 
根源岩は、熟成度及び炭化水素の生成・排出の観点から、以下の四つに分類される。 

① ポテンシャル根源岩 （potential source rock）：炭化水素をまだ生成・排出しては

いないが、熟成度がさらに高くなれば生成・排出するのに十分な量の有機物が含まれて

いる岩石。 

② 有効根源岩 （effective source rock）：商業規模の炭化水素を生成・排出している有

機物を含む岩石。 

③ 残存有効根源岩 （relic effective source rock）：炭化水素の生成・排出が完了する

前に隆起や削剥を受けたため、それ以降有機物の熟成が停止し、炭化水素の生成・排出

が中断した状態の有効根源岩。 

④ 生成・排出済み根源岩（spent source rock）：既に炭化水素の生成・排出が完了し

た根源岩。 

続成作用を受けて形成される石油・天然ガスがどのようなものであるかは、根源岩中の

有機物の起源やそれらが経た地質プロセス、及び地化学的特性を明らかにする必要がある。

また、根源岩そのものの岩石学的・地化学的特性を把握することも重要である。 

根源岩を構成する岩石としては、細粒の泥岩、頁岩及び炭酸塩岩のほか、石炭や炭質頁

岩などがある。石油・天然ガスの素となる炭化水素を生成するポテンシャルの高い有機物

を多量に含み、かつ既に熟成領域に達しているものが、一般に良好な根源岩といえる。根

源岩のポテンシャルを決める要素としては、有機物の量、有機物の質 （ケロジェンのタイ

プ）、有機物の熟成度、生成される炭化水素の種類（ 油／ガス）、炭化水素の排出量が挙

げられる。 
 

(2) キャリアベッド 

根源岩で生成された石油・天然ガスは、その根源岩から排出され、地層中の浸透性が高

い層を移動して集積し、石油・天然ガス鉱床を形成する（図 2.1.5）。この、浸透性が高く

石油や天然ガスが移動しやすい地層をキャリアベッドという。石油・天然ガスの移動につ

いて、根源岩からの排出を一次移動、キャリアベッドから石油・天然ガス鉱床までの移動

を二次移動と呼ぶ。このため、一般に油田の分布は、熟成に達して石油を生成した根源岩

の分布域とは一致しない。 
一次移動のプロセスについては、泥岩の孔隙から石油・天然ガスが排出される時期及び

機構のいずれについても、完全に解明されていない。一説には、根源岩での石油・天然ガ

ス生成がピークに達するより前、油飽和率が 10〜30%の段階で排出が起こると考えられて

いる（続成作用前期移動説）。その一方で、根源岩における石油・天然ガス生成が最大に

達する時期に一次移動が生じるとする説もある（続成作用後期移動説）。また、排出の機

構についても、大きく分けて二つの説がある。一つ目は、水を媒体として移動するという

説である。この説では、地層中の粘土鉱物への吸着水や層間水、その他の鉱物の結晶水な

どに炭化水素分子が溶解し移動する、もしくは水中に油滴として存在し移動するとされる。
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二つ目は、水とは無関係に単一の相 （独立相） として移動するという説である。その機構

としては、ケロジェンから低分子の炭化水素が形成される際に生じる高圧によって、根源

岩中に形成された微細な亀裂 （マイクロフラクチャー）を通じて移動が生じるとの説があ

る。いずれにせよ、根源岩からの排出は、石油・天然ガスの生成に伴い高まった地層圧力

とキャリアベッドの地層圧力の差圧を駆動力として生じると考えられている。 
一旦キャリアベッド中に移動した石油・天然ガスは、地層水（formation water）に飽和

されたキャリアベッド内で二次移動を開始する。二次移動のメカニズムは一般的な物理法

則に支配されるため、定量的に扱うことができ、理解が進んでいる。二次移動の主要な駆

動力は浮力である。石油・天然ガスが合体し、一定量以上の塊になると、それらには石油・

天然ガス相と水相の比重差及びその塊の大きさ （高さ） に応じた浮力が働く。キャリアベッ

ドの上に石油・天然ガスを逃がさないほどの緻密で浸透性の低い岩石 （帽岩） が被覆して

いれば、浮力の働いている石油・天然ガス相は垂直に上昇できないため、キャリアベッド

に沿って傾斜の上方へ向かって移動する。この二次移動はキャリアベッド内の圧力勾配に

よる水力流によって起こり、特定の場所でそれ以上水が移動しなくなる （移動を引き起こ

すポテンシャルと地層中の抵抗力が平衡に達する）と、そこに石油・天然ガスが集積し、

鉱床を形成する。二次移動によって石油・天然ガスが移動する距離は、数十〜数百 km に

及ぶと考えられている。 
 

(3) 貯留岩 

貯留岩とは、石油・天然ガスが胚胎する地下の岩石を指す。石油・天然ガスは通常、砂

の粒子間の隙間や小さな割れ目といった、岩石中の孔隙に存在する（図 2.1.6）。巨大な空

洞は上位の地層の重みで潰されてしまうため、そのような場に石油・天然ガスが貯まるこ

とは非常にまれである。貯留岩として重要な岩石は、砂岩（sandstone）を主体とする砕屑

岩と、サンゴ礁の炭酸塩生物遺骸粒子を主体とする炭酸塩岩である。世界の巨大油田のう

ち、砕屑岩貯留岩が約 60%、炭酸塩岩が 30〜40%をそれぞれ占める。また、こうした岩石

のうち根源岩と直接接しているものがキャリアベッドとなり、浸透性の低い帽岩に被覆さ

れて石油・天然ガスが集積しているものが石油・天然ガス鉱床を構成する貯留岩となる。

すなわち、キャリアベッドと貯留岩は、岩石物性の観点からは同じ岩石として扱うことが

できる。 
貯留岩の価値判断は、石油・天然ガスをどれだけ貯められるかの指標となる孔隙率

（porosity）と、生産時における石油・天然ガスの流れやすさの指標となる浸透率

（permeability）という、二つの岩石物性パラメータに基づいて行われる。良好な貯留岩

とは、高い孔隙率と浸透率を持つ岩石であるといえる。以下、それぞれのパラメータにつ

いて説明する。 
孔隙率とは、ある岩石の全体積に対する孔隙の体積の割合を百分率で表したものである

（3.4.3. (2) 及び 3.5.2 も参照）。貯留岩の評価においては特に、岩石中の互いに浸透性の

ある孔隙である開放孔隙が岩石の総体積に占める割合である有効孔隙率（effective 
porosity）が重要な評価指標になる。孔隙には、堆積物が堆積する際に生じた初生的な一
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次孔隙（初生孔隙）と、その後の溶解や割れ目によって形成される二次孔隙がある。砂岩

などの砕屑岩では、一次孔隙のほとんどが粒子間の隙間から成るが、生物遺骸から成る炭

酸塩岩の場合には、遺骸中の空間も粒子内孔隙として重要になる。また、いずれの岩石の

場合にも溶解によって生じる二次孔隙が存在するが、炭酸塩鉱物の方が砕屑岩を構成する

鉱物に比べて溶解しやすいため、二次孔隙の発達は炭酸塩岩の方が顕著である。溶解によ

る二次孔隙の形成は、岩石全体の孔隙率を上昇させる。初生的な孔隙率は、構成粒子の淘

汰度が高いほど、すなわち粒径が良く揃っているほど大きくなる。孔隙率は、岩石が深く

埋没するにつれて圧密により粒子配列が変化したり、粒子間でセメント化作用（孔隙内に

方解石や石英などの二次鉱物が生成されること）が起こったりすることで減少する。孔隙

率による貯留岩の評価においては、0〜5%は不可、5〜10%は可、10〜15%は良、15〜20%
は優、20%以上は秀とされる。 
浸透率とは、「流速が流れる岩石の浸透率およびその両端の圧力勾配に比例し、流体の

粘性に反比例する」というダルシーの法則に則った多孔質物体内における流体の流れやす

さを表す値であり（3.4.3. (4) 及び 3.5.2 も参照）、単位はダルシー （d） またはミリダル

シー （md） を用いる。ダルシーの法則は、図 2.1.7 で表される多孔質物体の諸量を用い

て、 
𝑄𝑄 = 𝐾𝐾 𝐴𝐴

𝜇𝜇
∙ Δ𝑃𝑃
Δ𝐿𝐿

        (2.2) 

と表される。 
浸透率には方向性があり、岩石の組織に応じて異方性を示す。すなわち、同じ岩石内で

も流体が流れやすい方向と流れにくい方向がある。また、孔隙内の流体が単一か否かによっ

て、絶対浸透率（absolute permeability）、有効浸透率(effective permeability)、相対浸

透率（relative permeability）といった使い分けがなされる。絶対浸透率とは、単一の流

体で孔隙が満たされた岩石にその同じ流体を浸透させた場合の浸透率である。絶対浸透率

K はそれぞれの岩石に固有の値であり、通常は単に浸透率と言えば絶対浸透率を指す。有

効浸透率とは、2 種類以上の流体が共存して流動する場合の、それぞれの流体に対する浸

透率である。相対浸透率は、絶対浸透率に対する有効浸透率の割合のことをいう （3.5.2 (2) 
も参照）。一般的な岩石コアを用いた試験では、絶対浸透率の測定には空気または水を、

相対浸透率の測定には水／油、水／ガス、油／ガスの組み合わせを測定用流体として用い

る。浸透率による貯留岩の評価においては、1〜10 md は可、10〜100 md は良、100 md
以上は優とされる。 
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図 2.1.6 貯留岩中の石油・天然ガスの胚胎状態 

（出典：JOGMEC基礎講座資料「石油地質」を基に作成） 

 

 

図 2.1.7 ダルシーの法則に関係する諸量 

 

(4) 帽岩 

貯留岩の上方を覆い、石油・天然ガスの移動の障壁として働く浸透性の極めて低い地層

を帽岩という。 石油・天然ガス鉱床の形成には、緻密で浸透性が低いだけでなく、可塑性

を持ち、褶曲などの変形作用を受けた際にも割れ目を生じないことが重要となる。こうし

た帽岩の代表的な岩相（rock facies あるいは lithofacies）として、泥岩、頁岩、断層粘土、

岩塩、硬石膏、火山砕屑岩などが挙げられる。帽岩と同様の不浸透性と封塞性を有する構

造をシール （seal）と総称する。 

(5) トラップ 

石油・天然ガスを閉じ込め、集積させる地質的な条件を備えた構造をトラップという。

石油・天然ガス鉱床が形成されるためには、不浸透性の岩石である帽岩／シールと石油・
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天然ガスが移動・集積する貯留岩が必要であり、トラップはそのような帽岩／シールと貯

留岩の組み合わせで構成される。 
トラップには、地質構造が変形作用を受けて作られた褶曲構造（fold）（地層に側方か

らの強い圧力が掛かり、波打つように変形したもの）や断層に起因する構造トラップ、堆

積作用によって規制される岩相の分布や不整合の形成などに基づいて形成される層位ト

ラップ、それらの複合型のトラップなどが存在する。トラップは様々な種類の貯留岩・帽

岩／シールにより形成される。世界の巨大油田のほとんどは、構造トラップのうち背斜ト

ラップ（褶曲した地層のうち、山になっている部分; 図 2.1.5）によるものである。 
トラップにおいて貯留岩を充填する流体は、比重の小さいものが上方に分布する。すな

わち、上位から順に、天然ガス、石油、水をそれぞれ主体とする部分に分かれる。ガスや

油が主体となる部分においても、粒子の表面に付着して 10〜50%程度の水が混入している。

また、石油には多量の天然ガスが溶解している場合もある。 
 

(6) 油ガス田の形成条件と油ガス田の分布 

油ガス田が形成するためには、①石油・天然ガスが生成するポテンシャルを持った根源

岩が、②生成された石油・天然ガスが移動できる連続的な多孔質媒体であるキャリアベッ

ドと隣接しており、③移動した先に大量の石油・天然ガスを貯めるのに十分な孔隙率・浸

透率・空間的広がりを持った貯留岩が存在し、④貯まった石油・天然ガスを長期間逃がさ

ない不浸透性の高い地層（帽岩／シール）及び⑤石油・天然ガスを貯めるための器となる

地質構造（トラップ）が存在するという、五つの条件が必要である。 
油ガス田の形成においては、トラップ形成のタイミングが非常に重要となる。石油の二

次移動の速度を仮に 1 m/年とすると、10 万年の間に石油は 10 万 m ＝ 100 km 移動する。

石油・天然ガスの生成に必要な期間は地質学的時間スケール （数百万年以上） であること

から、石油・天然ガスの移動は、その生成に比べて 1 桁以上速いプロセスといえる。その

ため、優良な根源岩で石油・天然ガスが生成したとしても、トラップの形成が石油・天然

ガスの移動時期よりわずかに遅れただけで、油ガス田は形成されない。また、大規模なト

ラップが存在していても、石油・天然ガスの二次移動経路の途中 （地層内の下方）に新た

なトラップが生じると、石油。天然ガスは新しい下方のトラップに集積し、上方のトラッ

プには移動しない。このように、石油・天然ガスの集積すなわち油ガス田の形成には、ト

ラップ形成のタイミングが極めて重要な鍵を握る。 
油ガス田の形成においては、トラップに集積した石油・天然ガスが長期間保存されるこ

とが必要である。一旦石油・天然ガスがトラップに集積しても、その後の様々な地質学的

要因により、油ガス田として存続できなくなる場合がある。例えば、石油集積の後に構造

運動があると、油ガス田が隆起して侵食されてしまうことや、帽岩に割れ目ができたりシー

ルとなっていた断層が再活動したりすることで集積した石油・天然ガスが散逸してしまう

ことがある。また、油層（petroleum reservoir / oil reservoir）内に天水 （雨水や地下水

など） が侵入し、石油の酸化や微生物による分解が起こることもある。油ガス田は、上述

した鉱床の破壊や石油・天然ガスの酸化・分解が起こることなく、数百万年以上にわたっ
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て安定的に石油・天然ガスの集積した環境を保持できる場所に形成される。 
油ガス田の分布を考える上では、堆積盆地毎の特徴が重要とされ、それらが石油・天然

ガス探鉱の主なターゲットになっている。これは、石油システムのほとんどが堆積盆地に

おいて成立し、石油鉱床の 99%以上が「石油生成堆積盆地」と呼ばれる場所から発見され

ていること、そして、火成岩や変成岩地域からは堆積岩中の石油が何らかの理由で移動・

集積した場合を除き発見されていないことによる。油ガス田の形成に重要となる堆積盆地

の条件は、①石油・天然ガスを生成しうる有機物の十分な供給と保存が行われている（い

た）こと、②有機物の熟成に必要な温度その他の条件を満たしうる、厚い堆積層が存在す

ること、③石油の移動・集積に適した堆積層や地質構造が発達していることとされている。

一般に、石油の産出地域は層厚 1,000 m 以上の堆積物が分布する場所と一致しており、か

つその分布は偏在している。現在の巨大油田の多くは、中東や中南米、西シベリアに見ら

れる（図 2.1.8）。 
石油・天然ガスは原生代から第四紀にわたる様々な時代の地層から産出する。しかしな

がら、油ガス田の規模について見ると、生成した地質時代に偏在が見られる。油ガス田を

成立させるのに適した根源岩、貯留岩及びトラップは、古生代ペルム紀、中生代ジュラ紀

〜白亜紀、及び新生代新第三紀中新世の堆積盆地に多いことが知られている。また、油ガ

ス田のうち埋蔵量（reserves）・産出量が大きいものは、中生代ジュラ紀及び白亜紀のも

のが圧倒的に多い。中東地域は、中生代には低緯度に位置し、アラビア半島とユーラシア

大陸の衝突で生じた収斂型堆積盆地である。かつて存在した大陸間の浅海部に大規模な

サンゴ礁が発達し、有機物に富む根源岩と貯留岩になる炭酸塩岩が発達した。 
 

 

図 2.1.8 世界の主要な油ガス田の分布 

（出典：石油鉱業連盟・JOGMEC） 
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2.1.4 在来型資源と非在来型資源 

石油系炭化水素資源は、在来型資源（ conventional resources）と非在来型資源 
（unconventional resources）に区分される（図 2.1.9）。在来型資源とは、局所的な地質構

造形態や層位封鎖状態により、個別の石油・ガス集積体として存在する資源を指す。通常、

水中で炭化水素に働く浮力の影響により、貯留層の孔隙中で石油・天然ガスは水層の上側に

分離した形で集積している。この水力学的作用により、在来型資源に分類される石油・天然

ガスは地層水よりも高い圧力を受けているため、坑井を通じて容易に回収することができる。

これらは、輸送・出荷のためにさほど特別な処理を必要としない。 
これに対し、非在来型資源は連続型鉱床とも呼ばれ、広範な地域に広がる炭化水素集積体

として存在する（図 2.1.10）。非在来型資源は非常に大きなポテンシャルを持つが（図 2.1.9）、
在来型資源と異なり、粘度が大きく流動性がほとんどなかったり、未成熟ケロジェンを多量

に含んでいたり、貯留岩の浸透率が著しく低かったりといった理由から、従来の技術では経

済性のある開発が難しい。非在来型資源の例としては、コールベッドメタン（coalbed 
methane）、シェールガス（shale gas）、シェールオイル（shale oil）、タイトサンドガス

（tight sand gas）、タイトサンドオイル（tight oil）、メタンハイドレートなどが挙げられ

る。これらの資源は水力学的作用の影響をあまり受けておらず、坑井による通常の回収が困

難であるため、それぞれ特殊な採取技術を必要とする。また、採取した炭化水素に対して、

販売前に十分な処理が必要な場合もある。 
 

 

図 2.1.9 在来型資源と非在来型資源の比較 

（出典：Jackson School of Geosciences, The University of Texas ウェブサイトを基に作成） 
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図 2.1.10 非在来型資源の例 

（出典：U.S. Energy Information Administration and U.S. Geological Survey 資料を基に作成） 

 

2.2 世界の油ガス田 

2.2.1 世界の主要な油ガス田 

2015 年末における、世界の石油埋蔵量は 1 兆 6976 億バレル、天然ガス埋蔵量は 186.9 兆

m3と推定されている （図 2.2.1）。また、表 2.2.1 に、世界の主要な油ガス田の一覧を示す。

表中に水色で示したものが、海洋あるいは陸域から海洋にかけて分布する油田である。特に

規模の大きな油ガス田は、中東や中南米に分布する。 
資源の量を表す用語として、「資源量」と「埋蔵量」がある。資源量（resources） は、地

下に存在すると推定される全ての炭化水素の量を指す。すなわち、回収可能なものも回収不

能なものも含んだ量である。これに対し、埋蔵量は、資源量の一部であり、①既に発見され

ており、②回収が可能であり、③経済性を有し、④残存しているもの、という 4 つの条件を

満たす炭化水素の量と定義される。可採埋蔵量（recoverable reserves）ともいう。 
表 2.2.2 に、世界の主要なシェールガス・オイルの油ガス田の一覧を示す。シェールとは、

頁岩という、薄くはがれやすい性質を持つ堆積岩のことである。アメリカ合衆国において、

従来は経済的に採取が困難と考えられていたシェール層の開発が 2006 年以降進められてき

た。これは、浸透率は非常に低いが十分に油ガスを胚胎する頁岩に対して、水圧破砕により

人工的に割れ目を作成し接触面積を増大させることで油ガスを回収するものである。2000 年

代になってからのこうした採取技術の向上と、資源価格の上昇により、経済的な採取が可能

となり、生産量が急激に増加した。これを「シェール革命」と呼ぶ。  
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図 2.2.1 世界の石油・天然ガス埋蔵量 （2015 年） 

（出典：BP 統計 2016 を基に作成） 
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表 2.2.1 世界の主な油ガス田（水色は分布が海洋に及ぶもの） 

 
（出典：石油鉱業連盟, 石鉱連資源評価スタディ 2012 年） 
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表 2.2.2 世界の主な油ガス田 （シェールガス・オイル） 

 
（出典：US EIA World Shale Resource Assessments） 

 

2.2.2 世界の石油・天然ガス輸出入フロー 

図 2.2.2 及び図 2.2.3 に、世界の石油及び天然ガスの輸出入フローをそれぞれ示す。石油の

主な輸出元は中東とロシアであり、それらからの輸入量が多いのはヨーロッパとアジアであ

る。中南米も輸出が多く、北米ではカナダからアメリカへの輸出が多い。アメリカは中東や

南米 （ベネズエラ）からも輸入している。日本は石油輸入のほとんどを中東に頼っている。

産油国から地理的に遠い日本への石油の輸送には、船舶（タンカー）が用いられる。 
天然ガスについては、パイプライン（pipeline）による輸送と液化天然ガス（LNG: Liquefied 

Natural Gas）としての船舶による輸送がある。パイプラインによる輸送は、ロシアからヨー

ロッパ、カナダからアメリカなどの間で多い。LNG 船による輸送は、中東からヨーロッパや

アジアに向けての航路が大部分を占めるほか、オーストラリアから日本への輸出も多い。 
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図 2.2.2 世界の原油輸出入フロー （百万トン） 

（出典：BP 統計 2016） 

 
 

 

図 2.2.3 世界の天然ガス輸出入フロー（10 億 m3） 

（出典：BP 統計 2016） 
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